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研究成果の概要（和文）：廃棄物由来のバイオ燃料として，重油代替の低炭素燃料であるバイオ

オイルを取り上げ，その生産・転換・利用システムの持続可能性／リスクを定量的に評価した．

その結果，1）バイオオイル生成技術を下水処理プロセスに適用し，生成したバイオオイルを重

油代替燃料として産業利用することによって，現状の下水処理システムに比して温室効果ガス

排出量が半減しうること，2）5％混合までであれば，0.1 mg/m3を超える NOx濃度に曝露される

人口が生じないことが分かった． 

 
研究成果の概要（英文）：In this study, the advantages in environmental impact and health 
effect of bio-oil from sewage sludge and kitchen garbage, which can be used as a fuel 
for direct combustion with natural gasses and heavy oils, was evaluated in terms of energy 
consumption and greenhouse gas (GHG) emissions, and population exposure to NOX. The 
results of analysis targeting Osaka City showed that about 50% of GHG emission reduction 
could be achieved through the introduction of disposer into kitchen garbage collection 
system and pyrolysis technology to produce bio-oil into sludge incineration process. In 
addition, we found that the population exposed to more than 0.1 mg/m3 of NOX would not 
increase when the mixed heavy fuel oil would be combusted with 5% of bio-oil mixture 
ratio. 
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１．研究開始当初の背景 
近年，低炭素社会の構築が地球規模での関

心となる中で，いわゆるカーボンニュートラ
ルとされるバイオマス資源の利活用拡大に
対する期待が大きく高まっている．バイオ燃
料の生産・利用拡大は，化石燃料代替によっ

て直接的には CO2 排出削減に寄与すると考え
られる一方で，それが作物由来である場合に
は，食糧生産地との競合や環境収容力の超過
を引き起こすとの指摘がなされている．また，
Searchinger ら（2008）は，農地転換によっ
て土地利用を改変する行為が，これまで植物
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や土壌に吸収されていた CO2 を大気中に放出
することにつながることを検証している． 
他方，自動車用燃料におけるバイオエタノ

ール燃料（E85）利用の世界的な増加は，ガ
ソリンに比べてオゾンによる健康被害や致
死リスクを増大させるとともに，視覚刺激物
であり，作物に被害を与える物質である PAN
（パーオキシアセチルナイトレイト）も増加
させるとの予測もなされている（Jacobson，
2007）．これに対して，Penga ら（2008）は，
ディーゼル燃料とバイオディーゼル混合燃
料（B20）のアルデヒド排出量の違いを測定
し，B20 は特にホルムアルデヒドの排出量が
ディーゼル燃料に比べて 23％減少すること
を明らかにしている． 
以上のように，バイオ燃料の生産・利用拡

大の是非については，地球的持続可能性やリ
スクの観点からさまざまな科学的意見や賛
否が交わされており，統一的な見解には至っ
ていない．しかし，原料生産の段階における
CO2排出量の増減，自然生態系へのインパクト
（エコロジカル・フットプリントや生物多様
性喪失など）といった間接的な負荷，さらに
人間の健康に対するネガティブな影響を評
価・勘定のバウンダリーに含めて，バイオ燃
料導入の規模や効果，リスクを算定・評価す
ることは，学術的な関心の一つになっている． 
 
２．研究の目的 
下水汚泥を熱分解することで生成される

液体燃料（バイオオイル）は，産業利用する
際の燃焼によって NOX 等の排出量が増加して
しまうという可能性がある一方で，廃棄物由
来のバイオオイルは，（１）下水汚泥の循環
的利用，（２）化石資源代替による低炭素化，
さらに（３）地表資源の消費・消耗低減の側
面において，化石燃料や作物由来のバイオ燃
料よりも高い持続可能性が期待できる．そこ
で，本研究課題は，重油代替の低炭素燃料で
あるバイオオイルを具体的な対象財として
取り上げ，その生産・転換・利用システムの
持続可能性／リスクを環境・健康・生態影響
の側面から定量的に評価することを目的と
する． 
 
３．研究の方法 
（1）下水汚泥と厨芥類との混合オイル化シ
ステムの評価 
ディスポーザを導入して厨芥類を分別収

集するとともに，下水汚泥の処理プロセスに
熱分解バイオオイル化技術を導入し，都市系
廃棄物バイオマスを統合処理・再資源化する
システムが，温室効果ガスの排出削減と経済
的側面にもたらす効果を分析した．大阪市を
ケーススタディの対象として，一般廃棄物や
下水汚泥の発生，およびバイオオイルの需要
を空間的に算出する GISベースのモデルを構

築した上で，清掃工場側と下水処理場側の双
方にとってディスポーザやバイオオイル化
技術の導入が有利となる局面を定量的に評
価した． 
 
（2）産業炉での燃焼利用に伴う NOXの大気中
濃度の試算 
産業用蒸気ボイラでのバイオオイル混合 A

重油の燃焼によって，排ガス NOX濃度が高ま
るという懸念に対して，阪神臨海部でのバイ
オオイルの産業利用拡大による NOXの大気環
境濃度の推定，および曝露人口の推計を実施
し，ヒト健康への影響を評価した．その際，
バイオオイル混合油を燃焼利用する工場の
空間立地と NOX排出量を GIS 上に特定した上
で，産業技術総合研究所が開発した曝露・リ
スク評価大気拡散モデル（ADMER）を用いて
分析をおこなった． 
 
４．研究成果 
（1）下水汚泥と厨芥類との混合オイル化シ
ステムの評価 
①廃棄物バイオマスの発生分布 
大阪市における一般廃棄物，厨芥類（生活

系+事業系），および下水汚泥の発生分布を算
定した．その結果を図 1および 2に示す．総
発生量は，発生ベースでそれぞれ 1,552 千
t/年，445 千 t/年，3,792 千 t/年，となっ
た． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1 一般廃棄物発生分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 厨芥類・下水汚泥発生分布 

 

 



 

 

 
②ディスポーザ導入による物質フロー変化 
図 3に，ディスポーザ導入前後の物質フロ

ーを示す．ディスポーザ導入によって，清掃
工場での一般廃棄物処理量は 28.7％減，下水
処理場での汚泥処理量は 117％増となる．な
お，再生エネルギー・資源量は導入する転換
技術ごとに異なるため，ここでは明記してい
ない． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 ディスポーザによる物質フロー変化 

 
③環境負荷量 
まず，設定した比較ケースを表 1 に示す． 

5 つの技術オプションをバイオマス転換プロ
セスに導入することに加えて，技術システム
ごとにディスポーザ導入の有無を設定し，計
10 通りのケースについてエネルギー消費量
［GJ/年］，温室効果ガス（GHG）排出量［t-CO2/
年］，運用コスト［円/年］を算定した．評価
項目は，ディスポーザ利用，収集，水処理，
汚泥濃縮，汚泥脱水，焼却，7 つに分けた．
以下に，その結果を示す． 
 

表 1 設定した比較ケース 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・エネルギー消費量 
エネルギー消費量の算定結果を図 4に示す．

5 つの導入技術を比較すると，再資源化物の
すべてが利用可能であるとしたとき，熱分解
オイル化および低温炭化技術の導入は，従来

の廃棄物処理システムにおけるエネルギー
消費量の削減に寄与することが分かる．特に，
低温炭化による削減効果が顕著である．それ
に対して，高温焼却や高温炭化では，焼却あ
るいは炭化工程で追加的な燃料投入を必要
とするため，エネルギー消費量が増加する結
果となった． 
ディスポーザ導入による変化を見ると，厨

芥類を分別することで一般廃棄物の収集・輸
送にかかるエネルギー消費が削減されるも
のの，一般廃棄物の焼却処理におけるエネル
ギー消費量の方が支配的であるため，全体の
エネルギー消費量の削減には寄与しない．ま
た，下水道における負荷の増加が大きいため，
下水処理にかかるエネルギー消費量も増加
する．しかし，熱分解オイル化（ケース 6）
や低温炭化（ケース 10）のように再生エネル
ギー・資源の有効利用が進めば，現状の処理
システムと比較してエネルギー消費量は削
減可能となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 エネルギー消費量の算定結果 
 
・GHG 排出量 

GHG 排出量の算定結果を図 5 に示す．通常
の下水汚泥焼却では N2O 排出量が大きいため，
高温焼却を含めた技術導入による N2O 排出削
減効果が大きい．また，再資源化物のすべて
が利用可能であるとすると，熱分解オイル化
（ケース 5，6），高温炭化（ケース 7，8），
低温炭化（ケース 9，10）において GHG 排出
量の半減が可能となる．他方，再資源化をお
こなわずにディスポーザのみを導入する場
合（ケース 2，4），ディスポーザ導入に関わ
る負荷が増加する一方で，収集時や焼却時の
燃料消費の削減が大きくないため，総 GHG排
出量は増加することになる． 
以上の結果から，ディスポーザー導入は住

宅での厨芥類の扱いを容易するものの，下水
処理や汚泥脱水などのプロセスでの負荷増
分が全体の環境負荷排出量に大きく影響す
るため，下水処理場側で環境効率の高い再資
源化技術を同時に導入さしなければ，GHG 排
出量が増加してしまうことに注意が必要で
あると言える． 
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 導入技術 DP 導入 処理対象廃棄物 処理方式 ケース 

通常焼却 
無 

Ⅰ：一般廃棄物 
Ⅱ：下水汚泥 

Ⅰ：通常焼却 
Ⅱ：通常焼却 

1 

有 
Ⅰ：一般廃棄物（厨芥類除く） 
Ⅱ：下水汚泥＋厨芥類 

Ⅰ：通常焼却 
Ⅱ：通常焼却 

2 

高温焼却 
無 

Ⅰ：一般廃棄物 
Ⅱ：下水汚泥 

Ⅰ：通常焼却 
Ⅱ：高温焼却 

3 

有 
Ⅰ：一般廃棄物（厨芥類除く） 
Ⅱ：下水汚泥＋厨芥類 

Ⅰ：通常焼却 
Ⅱ：高温焼却 

4 

熱分解 
オイル化 

無 
Ⅰ：一般廃棄物 
Ⅱ：下水汚泥 

Ⅰ：通常焼却 
Ⅱ：オイル化 

5 

有 
Ⅰ：一般廃棄物（厨芥類除く） 
Ⅱ：下水汚泥＋厨芥類 

Ⅰ：通常焼却 
Ⅱ：オイル化 

6 

高温炭化 
無 

Ⅰ：一般廃棄物 
Ⅱ：下水汚泥 

Ⅰ：通常焼却 
Ⅱ：高温炭化 

7 

有 
Ⅰ：一般廃棄物（厨芥類除く） 
Ⅱ：下水汚泥＋厨芥類 

Ⅰ：通常焼却 
Ⅱ：高温炭化 

8 

低温炭化 
無 

Ⅰ：一般廃棄物 
Ⅱ：下水汚泥 

Ⅰ：通常焼却 
Ⅱ：低温炭化 

9 

有 
Ⅰ：一般廃棄物（厨芥類除く） 
Ⅱ：下水汚泥＋厨芥類 

Ⅰ：通常焼却 
Ⅱ：低温炭化 

10 

※DP：ディスポーザー，Ⅰ：清掃工場，Ⅱ：下水処理場 
 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 GHG排出量の算定結果 
 
 
（2）産業炉での燃焼利用に伴う NOXの大気中
濃度の試算 
ADMER を用いた NOX 大気中濃度の推計結果

を図 6に示す．バイオオイル混合率が上がる
につれて，工場の周辺地域で大気中濃度がわ
ずかに高まる様子が確認できる．混合率が
30％のときの大気中濃度に曝露する人口を
推計すると，図 7 が得られる．混合率が 30％
であっても，0.1 mg/m3を超える高い NOx濃度
に曝露される人口はゼロであることが分か
る．このことから，本技術開発事業でめざす
1％混合や，将来的な混合率の増加（3～5％）
であれば，ヒト健康へのネガティブな影響を
引き起こさずに，地域や産業システムの低炭
素化に寄与しうることが示唆される．本項の
冒頭で述べたように，本分析では各工場での
排出基準値の超過については論じていない
が，バイオオイルの A重油混合や燃焼が大気
経由の健康リスクの増加に影響しないこと
を確認することができた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 混合率別 NOX大気中濃度の推計結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 混合率 30％における曝露人口 
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